年金制度の問題点と必要性

真鍋晋太朗

目次

1、 課題設定の理由

2、 日本の年金制度の歴史

（1） 年金制度の誕生

（2） 第二次世界大戦後の経緯

（3） 戦後の被用者年金制度の確立
（4） 国民皆年金体制の確立
（5） その後の年金制度の変遷
3、 現行の年金制度

（1） 老齢年金

（2） 障害年金

（3） 遺族年金

4、 現行の年金制度の問題点

　　　（１）国民年金の構造的欠陥
　　　（２）国民年金の給付水準の低さ
5、 年金保険料について

６、消えた年金問題

（1） 消えた年金問題とは

（2） 消えた年金問題はなぜ起きたのか

（3） 消えた年金問題に対する政府の取り組み
7、 年金制度の必要性
8、 おわりに
1、 課題設定の理由

　日本では今後、少子高齢化により年金原資の不足がさらに進行していくという予測が立つことや、「消えた年金問題」、「年金未納問題」を代表とする近年起こっている問題から年金制度に対する信頼を失いつつあります。このようにして将来、国民からの信頼を失った年金制度はいつか崩壊してしまうのではないかと不安になりました。

しかし、その制度の歴史を振り返ると、古代ローマの時代から存在しており、現在に至るまで長い間世界各国で制度が整備されていることを知り驚きました。

そこで、そもそも年金制度がどのようにして生まれ、現在どのような形で存在しており、その制度の問題や今後の課題について疑問を持ちました。また、問題や課題を抱えながらも年金制度があり続ける理由、必要性について調べていきたいと考え、この課題を設定しました。

２、日本の年金制度の歴史

（１）年金制度の誕生

わが国の年金制度は、明治初期の「海軍退隠令（明治８年）」、「陸軍恩給令（明治９年）」に始まり、明治23年にこれらを１つにした「軍人恩給令」となりました。また、その間に官吏を対象とした「官吏恩給令（明治17年）」が設けられました。
　その後、警察官や教職員などの各条例を併せて「恩給法（大正12年）」に統合されました。さらに、明治40年代初めには、恩給制度のなかった官業の鉄道部門、専売・印刷・逓信部門に「共済組合令」が発足し、営林部門にも「共済組合令（大正８年） 」が設けられ、大正９年にはこれらの共済組合令に年金制度が導入されました。
　しかし、これらの制度は、現行の社会保障制度の一環としての公的年金制度と異なり、軍人や官吏などに対する恩恵的な性格を有する特例的な制度であったといえます。

（２）第２次世界大戦前の経緯
　民間企業の労働者を対象に昭和２年に「健康保険」が施行され、その後の昭和13年には、一般国民を対象に「国民健康保険」が発足するなど、わが国の社会保険制度は「医療保険制度」が最初でした。
　年金保険制度では、昭和15年に民間の船員を対象にした医療部門や年金部門を有する「船員保険」が発足しました。昭和17年には、船員以外の民間企業の現業部門の男子労働者を対象にした年金制度である「労働者年金保険」が発足し、その後の昭和19年に、現業部門以外の男子や女子にも適用拡大され、それと同時に名称も現行の「厚生年金保険」に改称され、現在に至っています。
　しかし、これらの年金制度は第２次世界大戦により破壊的な打撃を受け、一時的に休眠状態に陥りました。
（３）戦後の被用者年金制度の確立
　終戦後の昭和29年に厚生年金保険が再スタートしました。同時に、それまで厚生年金保険であった私立学校の教職員が厚生年金保険から分離独立して「私立学校教職員共済組合」が、昭和34年には、農林漁業団体職員等が分離独立して「農林漁業団体職員共済組合」が発足しました。
　一方、昭和31年に当時の国鉄・電々公社・専売公社で組織する「公共企業体職員等共済組合」が発足し、昭和33年には、新しい「国家公務員共済組合」が、昭和37年には、新しい「地方公務員等共済組合」が発足し、民間企業や公務員等のサラリーマン等の加入する被用者年金制度が整備されました。

（４）国民皆年金体制の確立
　わが国では、それまで自営業者等が加入できる年金制度はありませんでしたが、昭和34年に被用者年金制度の加入対象者以外の自営業者等が加入できる「国民年金」がスタートしました。国民年金は昭和34年11月から保険料の拠出を伴わない「福祉年金（無拠出年金）」の給付を開始し、制度本来の保険料の拠出を伴う年金（拠出年金）は、昭和36年４月に保険料の徴収がスタートしました。
　したがって、昭和36年４月からは、すべての国民がなんらかの形でいずれかの年金制度に加入できる体制が整ったことから「国民皆年金体制の確立」といわれ同時に医療保険とあわせて、「国民皆保険・皆年金体制の確立」ともいわれています。
　その後の昭和61年４月には、わが国の年金制度の大改革に伴い、国民年金をすべての年金制度の土台とする年金制度と位置づけ、同時に、基礎年金制度が導入されて現行の年金体系になり現在に至っています。
（５）その後の年金制度の変遷
　昭和59年４月には、公共企業体職員等共済組合は国家公務員共済組合に統合されて名称も「国家公務員等共済組合」に改称されました。また、昭和61年４月には船員保険の年金部門（業務上を除く）が厚生年金保険に統合され、船員保険は医療部門と労働災害・失業部門を有する制度となりました。
　さらに、平成９年４月には国家公務員等共済組合から旧公共企業体職員等共済組合（日本鉄道・日本たばこ産業および日本電々の各共済組合）の年金部門が厚生年金保険に統合され、国家公務員等共済組合は「国家公務員共済組合」に再度名称変更されました。平成14年４月には農林漁業団体共済組合が厚生年金保険に統合されています。
　また、この間の平成10年１月には、それまでの私立学校教職員共済組合は、日本私立学校振興・共済事業団が管掌する共済制度に変更され、私立学校教職員共済制度となっています。
国民年金制度が１９６１年にスタートしてから２５年の節目に当たる１９８６年に、日本の公的年金制度は基礎年金制度に移行しました。それまでの制度はそれぞれ分離・独立していましたが、これを機に２０歳から６０歳までの全国民が、共通部分である基礎年金に加入することが決まりました。これを「一階部分の統合」と呼んでいます。

　従来の国民年金加入者は基礎年金制度上、「第一号被保険者」と呼ばれ、一階部分の加入者と位置づけられていました。厚生年金と共済年金の加入者(民間のサラリーマンと公務員・私立学校教職員。一括して被雇用者)は「第二号被保険者」と呼ばれ、基礎年金を一階部分に持ち、厚生年金、共済年金をそれぞれ二階部分にもつ二階建ての構造になりました。被雇用者の被雇用配偶者(いわゆる専業主婦)は「第三号被保険者」と呼ばれ、保険料を拠出しない基礎年金加入者と位置づけられていました。厚生年金加入者の中でも主として大企業に勤務するサラリーマンには厚生年金基金等があり、三階建ての構造になっています。共済年金にも職域年金という三階部分が設けられています。

　

３、現行の年金制度

（１）老齢年金

老齢基礎年金は原則として、受給資格期間が25年以上ある人が65歳に達したときに支給されます。支給開始年齢は、原則65歳ですが、本人の希望によって60～64歳での繰り上げ（減額）支給、65歳を過ぎてからの繰り下げ支給（増額）支給を選択することができます。支給が始まると、亡くなるまでその比率は変わりません。

　老齢基礎年金の年額は、2007年度の満額79万2100円で、月額にすると６万６００８円となっています。この額は、２０歳から６０歳までの４０年間の保険の完全納付を条件に支給されるものです。老齢厚生年金は、厚生年金の被保険者期間のある人で、老齢基礎年金受給資格期間を満たした人に、原則として６５歳から支給されます。在職中の場合、老齢基礎年金は全額支給されますが、老齢厚生年金は報酬額によって年金額の一部又は全額が支給停止されます。給付額は加入期間中の標準報酬月額の総平均と加入期間に応じて計算されます。

（２）障害年金

障害年金は、その障害に関わる初診日までの被保険者期間中に、免除猶予期間が３分の１以上ある場合に支給されます。障害の程度については、障害認定日の状態で判断されます。初診日が２０歳未満の場合は、所得制限はありますが、障害の状態があって２０歳に達したときに、保険料納付を要しない障害基礎年金が支給されます。

障害基礎年金は、障害等級が１級又は２級と認定された者に対して支給されます。老齢基礎年金の満額と同額が２級障害者に対して支給され、１級はこの額の１．２５倍となります。障害厚生年金は、原則として老齢厚生年金と同様に給付額が計算されます。厚生年金の場合は、障害基礎年金の障害等級に加えて３級があり、さらに軽度な人には、一時金として障害手当金が支給されます。

（３）遺族年金

遺族年金は、被保険者や年金受給者が死亡した場合に、その人によって生計が維持されていた遺族に支給されます。受給要件、特例措置は障害年金と同様で、死亡前の加入期間の保険料納付が要件になっています。

遺族基礎年金は、短期要件で計算する場合と長期要件で計算する場合とがありますが、校舎で計算する場合について述べると、老齢基礎年金の満額と同額をベースにして、妻に支給される場合は満額プラス生計を同一にする子の分の合計、子に支給される場合は、満額プラス子供の数を加算した額を子の数で割った額が、それぞれの子に支給されます。遺族厚生年金の給付額は、死亡した人が受け取れるはずだった老齢厚生年金の４分の３となっています。

なお、遺族厚生年金の受給権者が自身の老齢厚生年金の受給権をもつ場合は、①遺族厚生年金、②老齢厚生年金、③遺族厚生年金×３分の２+老齢厚生年金×２分の１、のいずれかを受給権者が選択できます。また、２００７年４月から、受給権が発生したとき３０歳未満で子のない妻の遺族年金は、支給期間５年の有期納付となっています。
４、現在の年金制度の問題点

こうした現行の年金制度には、大きな問題点が二つあります。

　（１）国民年金の構造的欠陥

国民年金の問題点は厚生年金や共済年金と横に並立した関係にあるのではなく、上下の縦の関係に置かれた「より劣位の制度」であることです。何らかの理由でサラリーマンを辞めると、厚生年金や共済年金を脱退し、国民年金に移行します。もともと国民年金は自営業者を対象に設けられた制度ですが、今日では失業者や日雇い派遣、偽装請負に従事する労働者のような非正規労働者が加入する制度になっています。このように国民年金は、正規雇用から切り離された人々が加入する「受け皿的制度」という役割を担わされています。１９９０年代になってから雇用の弾力化がいっそう推し進められた結果、不安定就業者が増大し、国民年金加入者が増大することにつながりました。資本主義が発展してサラリーマンが就業人口の８５％を占めるようになっても、自営業者型の国民年金加入者が増え続けるという現象は、日本の公的年金制度の構造的な欠陥を示しています。

　

（２）国民年金の給付水準の低さ

国民年金は、厚生年金や共済年金に比べ給付水準が低く、４０年の拠出の満額年金でも月額６万６千円余りに過ぎず、受給者の生活保護の生活扶助基準よりも低い年金額に甘んじなければなりません。しかも、２５年という拠出要件を満たさなければ、原則として受給資格を取得できず、無年金になってしまいます。それまで納めた年金保険料は死亡一時金を除いてすべてが掛け捨てです。もらえるはずの国庫負担分（三分の一）も、あきらめなければなりません。現役のときの雇用不安定化が加入する年金制度の異動をもたらし、それが老後生活の不安定化につながるという構造になっています。現役のときに雇用が安定していた人は、年金受給額も老後生活費をまかなえる水準になります。こういう構造の年金制度を「業績主義の年金」と呼ぶ人もいます。

　基礎年金に最低保障の機能をもたせ、給付水準の低い国民年金の底上げを図ることが緊急の課題となっています。

５、年金保険料について

　
国民年金の保険料について具体的な金額を見てみると、2004年法改正により、2005年度以降の保険料額が法律に規定され、国民年金保険料は毎年月額２８０円ずつ引き上げられることになりました。ただし、この２８０円という金額は「２００４年度価格」とされ、実際の保険料は賃金上昇率を加味して決定されます。改革後初の保険料改定は２００５年４月に実施され、従来の月額１万３３００円から１万３５８０円に引き上げられました。その後２００６年４月からは月額１万３８６０円、２００７年４月からは月額１万４１００円に改定され、国民年金保険料の段階的引き上げは２０１７年まで続けられ、最終的に月額１万６９００円で固定される予定です。

民間被用者が加入する厚生年金では、支払い賃金に基づく標準報酬月額に保険料率をかけた金額が保険料とされ、これを被保険者（＝労働者本人）と雇用者が半分ずつ負担しています（労使折半方式）。２００４年改革により、厚生年金の保険料率は毎年０．３５４％（被保険者本人分０．１７７％）ずつ、１４年連続で引き上げられることになりました。厚生年金保険料の引き上げは国民年金に先行して実施され、まず２００４年１０月に従来の１３．５８％から１３．９３４％に改定されました。その後、２００５年９月からは１４．２８８％、２００６年９月からは１４．６４２％に改定されました。厚生年金についても段階的な保険料引き上げが２０１７年まで続けられ、最終的に１８．３０％で固定されることになっています。

６、消えた年金問題

（１）消えた年金問題とは
1997年1月の基礎年金番号導入時、社会保険庁は、基礎年金番号通知書と共に、「現在加入している制度以外に公的年金に加入したことがあるかどうか（複数の年金番号を持っているかどうか）」を回答するハガキを送り、申し出た人と氏名、性別、生年月日の3項目による名寄せ行うことにより、合計約1,818万件を対象に、1998年度から2006年度にかけて順次照会を行い、年金手帳の基礎年金番号への統合を進めてきました。
2007年2月に社会保険庁は平成19年（2007年）度の事業計画案の中で、特別強化体制により、基礎年金番号への過去記録の統合・整理等を進めるとしました。しかし、2006年6月時点において、コンピュータに記録（年金番号）があるものの、基礎年金番号に統合・整理されていない記録が約5000万件（厚生年金番号4000万件、国民年金番号1000万件）あることが判明し、社会保険庁が年金記録をきちんと管理していないことが指摘されました。これが、いわゆる「宙に浮いた年金記録」です。
社会保険庁は、約5000万件の統合されていない過去記録（年金番号）は、まだ年金を受給していない人の年金番号であり、年金を受給する段階では基礎年金番号に統合されること、また、死亡したり、受給資格を満たさなかった、年数が足りなかった等で受給要件に達しなかった人の年金番号も残っているとし、問題はないとする見解を示しました。しかし、約5000万件の過去記録の中には、現在、年金を受給中の人の基礎年金番号に統合されていない記録（年金番号）が含まれており、本来受け取れる年金額より少ない金額が支給されている（年金支給漏れ）のではないかという疑惑が持たれました。

また、過去の紙台帳からコンピュータへの記録の転載が不正確なことも判明しました。 さらに、納めたはずと主張する国民年金保険料の納付記録が、社会保険庁のデータ（年金記録）や自治体の台帳になく、保険料の領収書を残していなかったことで納付証明ができず納付と認められないケースや、給料から天引きされていたはずの厚生年金保険料の納付記録（被保険者記録）が、社会保険庁のデータにないことが判明し、給与明細を残していなかったことで厚生年金記録の証明ができないケースがありました。これが、いわゆる「消えた年金記録」です。 加えて、社会保険庁が、厚生年金の標準報酬をさかのぼって訂正した不適切な事務処理も判明しました。
2007年6月に政府は、社会保険庁や市町村に年金記録がなく、本人にも領収書等の証拠がない場合（消えた年金記録）には、全都道府県にある総務省の行政相談窓口に設置する「年金記録確認第三者委員会」（弁護士や社会保険労務士等で構成）が年金を支給するかどうかの総合的な判断を示すとしました。
また、総務省に「年金記録問題検証委員会」を設置し、外部有識者に今回問題化した年金記録の管理・事務処理について、経緯、原因、責任等の調査や検証等を行わせましたが、10月に出した報告書では、社会保険庁における多くの問題に対して、組織的に十分な改善対策が長期にわたって執られてこなかったことが今回の年金問題につながったとし、業務の総括責任者である歴代の社会保険庁長官を始めとする幹部職員の責任は最も重いとされました。

政府の年金記録問題への取組は、2007年7月の政府・与党取りまとめ及び2009年3月「今後の道筋」等に基づき進められました。

2009年12月、鳩山由紀夫首相は、日本年金機構の初代理事長に内定している紀陸孝氏ら役員と面会し、年金記録問題に重点的に取り組むよう求め、「記録問題を何とかしてほしいという国民の期待が、政権交代の原動力になった」と述べました。
（２）消えた年金問題はなぜ起きたのか

現在、公的年金には、国民年金、厚生年金、共済年金があります。これらは別々につくられ、それぞれの歴史をたどってきた制度です。納付記録も別々に監理されてきました。基礎年金制度がつくられ、年金額を決めるときにはこれらはすべて年金の納付記録が必要になっています。これらを統合的に監理するほうが合理的です。

1997年に、複数の年金番号を統合する名寄せが行われました。これが基礎年金番号です。そのとき、年金番号は約3億件あり、これを約1億人に統合しましたが、約1億件の年金番号が残りました。10年の間に徐々に減少して、約5000万件が残されていたのです。

これほど多くの持ち主不明の納付記録を放置してきた政府・厚生労働省・社会保険庁の責任は重大です。その背景には、年金の「申請主義」といわれる仕組みがあります。年金を受給できるようになっても、「裁定請求」という申請をしないと年金は出ません。請求を促す知らせを出すようになったのは、つい数年前からです。これが申請主義です。申し出がないから調査しないということで放置してきたのです。5000万件の名寄せ作業の結果、1975万件が特定困難と判明しています。

年金記録問題は、5000万件にとどまりません。現在、年金記録はオンラインに載せられ、端末操作で検索できます。しかし、年金制度発足当時には、納付記録は手書き台帳で管理されていました。技術進歩を経て、現在のオンラインシステムになりました。それに合せて蓄積された膨大な数の年金納付記録は、新しいシステムに置き換える必要があり、膨大な作業を通じて様々な誤りが発生しました。また、1954年までの納付記録1430万件や、船員保険36万件がオンライン化されていませんでした。社会保険庁や市町村の職員などによる年金保険料着服もあり、集めていた厚生年金保険料を納付しない企業もありました。

政府や与党は「親方日の丸体質」を強調し、職員や職員組合にその責任を転嫁しています。大量の損保不払いや、105万件・858億円に上る生命保険の不払いを見ても、この問題が官民の違いによって起こったものではないことは明らかです。

しかし、国家公務員なのに都道府県知事のもとで働く地方事務官と本庁採用職員、厚生労働省採用職員という職員の三層構造が相互の連携と一体性を欠いていた、と「検証委員会」も指摘しています。地方事務官の大多数を組織する自治労傘下の国費協議会は、オンライン化反対などの方針を持ち、「権利偏重」の運動を進めていたといわれており、これが政府や与党の責任逃れに利用されました。この問題の責任が、社会保険庁と厚生労働省・政府にあることは明白です。

（３）消えた年金問題に対する政府の取り組み

政府においては、平成１９年７月５日に年金業務刷新に関する政府・与党連絡協議会が取りまとめた「年金記録に対する信頼の回復と新たな年金記録管理体制の確立について」の実施作業を順次進めています。
　平成８年までの公的年金制度は、年金制度の種類ごとの番号により、年金記録を管理していました。そのため、会社から自営業に転職したり、結婚して退社するなどにより加入する年金制度の種類を移動した場合は、一人で国民年金や厚生年金などの複数の番号を持つことが多く、その結果、日本の人口を大きく上回る約３億件の年金記録が存在していました。
　平成９年１月から、統一した共通の番号で年金記録を管理することとし、一人一人に付する基礎年金番号を導入しました。基礎年金番号制度を導入するに当たっては、まず、その時点で現に年金を受給していた人と現役加入者全員に基礎年金番号を付番し、これを通知しました。（約１億１５６万人）
　その際に、他の年金制度に加入していたことがあるか又は他の手帳記号番号を持っているかのいずれかに該当する場合はその旨を申し出てもらうよう照会を行い、回答した人（約９１６万人）、基礎年金番号を付番した記録とその他の記録について、氏名、性別、生年月日による名寄せを行い、これらの結果、統合の可能性があると思われた人（約９０２万人）の合わせて約１，８１８万人に対して照会を行い、照会に対する本人の回答に基づいて基礎年金番号への統合を進めました。（約９２７万人）
　その後も、加入者からの年金の請求時やその直前（いわゆる５８歳通知の時）にも、本人に確認し、基礎年金番号への統合を進めていましたが、平成１８年６月現在でなお約５，０９５万件が基礎年金番号に結び付かないままとなっていました。　
　その後、未統合記録の存在をはじめとするいわゆる年金記録問題が国民の信頼を損ねる事態となったため、この問題の解決に向けて、厚生労働省・社会保険庁では、平成１９年５月２５日に「年金記録への新対応パッケージ」を、同年６月４日に「年金記録問題への新対応策の進め方」を公表しました。また同年７月５日には、年金業務刷新に関する政府・与党連絡協議会により「年金記録に関する信頼の回復と新たな年金記録管理体制の確立について」がとりまとめられ、公表されました（なお、厚生労働省・社会保険庁では、この政府・与党とりまとめに沿って、同年８月２３日に「年金記録適正化実施工程表」を公表しています）。
　７月５日の政府・与党とりまとめでは、平成２０年３月までを目途に、「５，０００万件の未統合記録」と「１億人の方の記録」をコンピュータ上で突き合わせ（名寄せ）し、その結果記録が結び付く可能性がある人々へ知らせることなどをはじめ、一連の具体的な対策が掲げられており、社会保険庁は、この方針に沿って対応策を進めてきました。
　　これまでの作業の結果、「５，０００万件の未統合記録」と「１億人の方の記録」のコンピュータ上での突き合わせ（名寄せ）を平成２０年３月６日に完了しました。また、その結果記録が結び付く可能性がある人へ送る「ねんきん特別便」は、同年３月末までに発送を完了しました。
　同年４月、５月には、３月までに送付した人以外のすべての受給者への「ねんきん特別便」の送付を完了し、６月からは、３月までに送付した人以外の現役加入者に送付し、１０月までに送付を完了しました。
　また、「５，０００万件の未統合記録」については、こうした「ねんきん特別便」による記録確認と並行して記録の内容に応じた内容の解明作業を進め、その結果、平成２１年９月時点の未統合記録の全体像に関する集計においては、平成１８年６月からの統合済み件数が１，２５７万件、すでに亡くなった人の記録である等一定の解明がなされた記録が１，６０３万件、名寄せにより「ねんきん特別便」を送付した記録が６５４万件、住基ネット調査や旧姓による調査など解明作業が進展中の記録が５５３万件、今後解明を進める記録が１，０２８万件となっています。
＊ねんきん特別便：社会保険庁が2007年12月17日より公的年金の加入記録の確認を目的として、全ての加入者と年金受給者に向けて発送している通知書。
７、年金制度の必要性

こういった年金の仕組みや構造、これまでに起こった問題をふまえて考えると、年金制度とは必要なのでしょうか。もし私たちがこれから40年間、年金を毎月支払ったとしても、その年金制度がいつか崩壊し、たくさんのお金を払い損になってしまうことはないのでしょうか。

　まずこれから先、年金に頼って生活するお年寄りは急激に増加していきます。2004年に年金を受給して生活しているお年寄りの数は、日本国民のうち8人に１人であったのに対し、2030年には5人に1人という予想がされています。つまり年金制度がなくなるとたくさんの高齢者が生きていけないことになります。国が高齢者を見殺しにするということは考えられませんので、年金制度が崩壊するということは国が崩壊するということと同じなのです。

　では他の諸外国を例にするとどうでしょう。世界には年金制度を整備している国はたくさんありますが、これまでに年金制度がなくなった国はありません。この事実を基に考えると日本の年金制度への信頼性も強いものとなります。

　しかしここで疑問がわきます。40年間毎月一定の年金額を納め、65歳から年金を受給したとして、果たして死ぬまでにもとが取れるのでしょうか。

　ここで現行の国民年金の仕組みについて軽くおさらいすると、国民年金は原則として20歳から毎月1万4100円を国に払わないといけません。それを40年間国に納め続けるのが国民年金のルールです。そして65歳からもらえる年金は毎月6万5000円です。もし払った年数が40年より少ないとその分もらえる年金額が減っていき最低ラインの25年間だったとすると、月々4万1200円もらえることになります。もしその25年を下回り、24年と11ヶ月支払ったとしたらもらえる年金額は0円になります。

　では、この金額をもとに考えてみます。国民年金を一生で払う金額（40年満期）は684万9600円です。このとき65歳（1年目）でもらえる年金＝1年間で79万2100円です。

こうなると　　2年目では1年目＋２年目で　総額　158万4,200円

　　　　　　　3年目では　　237万6,300円

　　　　　　　4年目では　　316万8,400円

　　　　　　　5年目では　　396万0,500円
となり、9年目で712万8,900円となります。つまり現在の年金制度では74歳で40年間納めた年金のもとが取れることになります。
　厚生年金の人の場合だと個人差があります。ここで4年制大学を卒業し、22歳から厚生年金に加入した人を例にして考えてみます。　（収入月額39.3万円・加入38年間とする）

　支払い総額は　1478万3,580円で、これを計算していくと年金受給9年目に1610万0,829円で国民年金と同じく74歳でもとが取れます。
　この代表的な2つの年金で考えて、74歳でどちらももとが取れる仕組みにつくられています。日本の平均寿命は男性で79歳、女性で85.81歳（平成18年現在）となっており、これからもその寿命は延びていくことが予想されるので、順調に生きていけば充分もとが取れるということになります。つまり、現在の制度では年金は払ったほうがいいのです。

　これまで、年金の歴史や問題などについてさかのぼって見てきましたが、もちろん年金制度には様々な問題があります。しかし、その年金制度がたくさんのお年寄りの生活を支えていることも確かです。将来20歳以上の社会人2人で1人のお年寄りを支える社会を迎えると言われています。そういったときに納める年金額が増えるということで問題は起こるでしょうが、その先は私たちがお年寄りになって年金受給者となり、若い人たちに支えてもらう未来がやってきます。そのときのためにも年金は払うべきだとわたしは考えます。

　死ぬリスクにかける生命保険と異なり、年金は生きるリスクにかける保険です。74歳以上生きればもとはとれます。もし100歳まで自分が生きたとき、安定した収入を確保するためにも年金は払うべきだと私は考えます。

８、おわりに

　これまでは現行の年金制度の問題点と必要性について書いてきましたが、今後は更なる少子高齢化や、年金の信頼性低下や年金保険料納付に対する意識の薄れから、現在の被保険者の未納問題などが生じ、ますます財源を悪化させています。

　政権をとった民主党は国庫負担を２分の１に引き上げ、現在一号二号三号と分かれている年金制度を一元化し、その上で、「２階建て」の年金制度にしようとしています。
これは、１階部分（＝国民基礎年金）は財源を全て税で賄い、最低限の年金額を保証し、２階部分は、所得比例年金。現役時代に所得に応じて年金保険料を支払い、支払った保険料に応じた年金額を受給できる制度です。この制度になれば「受益と負担」の関係が明確になり信頼感が高まると考えられています。将来的に年金の総受給額を現役時代の所得の５５％程度になるように制度設計をめざすとされています。

　５年おきの年金制度改革を目の前にまだまだ日本の年金制度は先が見えません。しかし、日本国民みんなが支えあって生きていくためにも年金制度とは大切なものだと私は感じています。様々な課題は抱えながらも、年金制度が古代ローマの時代から現在に至るまで存在してきたということは、人間とは国家というひとつのコミュニティーの中で支えあって生きていくものであり、その考え方は普遍的なものではないでしょうか。この歴史ある制度がこれから先より良いものになっていけば、皆が安心して生活できる社会が実現すると思います。
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